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１．はじめに

我が国の食料動向については、食料自給率
が長年にわたって下落し続けてきた事実に表
れているように、安価な食料確保や食材の多
様化と引き換えにますます海外に熱量供給を
頼るようになっている。その上に原子力発電
所事故というショックが起こったことで、農
産物消費者の購買行動に大きな混乱がもたら
された。放射性物質汚染の問題は物理的な意
味での安全性の確保で長期戦になることが予
想され、しかもそれが明確に目に見えないと
いうことが重なると、こうした消費者の不安
感はいつ完全払拭されるかは全く定かでな
い。「風評被害」という言葉がマスメディア
等で目立たなくなった現在においても、過去
の現象と言えるほど収束したのかすら明瞭で
ない。今後も日本の農産物市場が多少なりと
もこの事故の影響を引きずり続けるのであれ
ば、それ以前の消費者行動への認識を、事故

後のものへ更新する必要があるだろう。
そうした問題意識から今回、食品（本稿で
は米）の購買行動について調査を行い、原発
事故後の日本における国産農産物の需要につ
いて改めて分析することとした。本調査は経
年調査ではないため、事故前後の変化や、事
故以後の推移にまで言及することはできな
い。しかし実態として起こっている消費者の
米選択行動を把握することはできるだろう。

２．先行研究

食品にまつわる消費者調査は既に数多く存
在している。磯島（2006）では消費者アンケ
ートをもとにテキストマイニングを用いて、
米について消費者層と意識される語の関連に
ついて分析している。上岡（2005）は、一般
市民を被験者とする米の試食実験とコンジョ
イント分析を通じて、色、つや、香り、かた
さ、粘りといった「感覚的属性」に対する消
費者評価を中心に分析した。また、より食品
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安全問題に重点を置いた消費者調査について
は、渡辺（2009）が消費者の食への志向や、
食品安全の確保とそれに対する消費者の支払
意思について分析を行っている。氏家
（2011a）、（2011b）は、福島第一原発事故に
よる放射性物質汚染といわゆる「風評被害」
への対策を打つため、消費者に対してホウレ
ンソウ等の購入意思について調査を実施し、
検査と濃度基準に基づく明確な表示が有効で
あることを証明した。
これらの先行研究に対する本稿の特徴は、
第一に日本の米を銘柄単位に分割すること
で、産地、食味、価格帯、イメージが多様な
存在として取り扱っている点である。第二に
は、実際に購入している米に関するデータを
用いて分析している点である。一般に、仮想
的な質問は、回答者自身すら意図しないで表
明した回答と異なる行動を採る可能性があ
り、どうしても現実とのかい離が生じやす
い。例えば食料自給率について、平成12年時
点で52.8％が「低い」と危機意識を持ってい
た１にも関わらず、現在までひたすら低下し
続けたことはその好例である。今回収集した
データの中には安全性や自給率など、食にま
つわる事項に対する意識項目も含んでいる。
これを実際の過去の行動と併せて分析するこ
とで、こうした（結果的な）「言動不一致」
を軽減することができる２。さらに、非常に
大きなサンプルサイズであることによる信頼
性の高さは、重要な特長となっている。
以下、第３節で調査の概要、第４節で回答

者の基本属性について示した後、第５節で一
般消費者の属性や意識と米購買時の選択行動
（購入先の選択、銘柄の選択、産地の選択、
重量の選択、価格の選択）の関係について分
析結果を述べる。

３．調査の概要

平成24年１月27日（金）午後10：00から同
月29日（日）正午まで、Webアンケートに
よる調査を行った。回答者は全国の20歳から
69歳の女性10,000名とし、居住地域ブロック
（北海道・東北、関東、中部、関西、中国・
四国、九州）と年齢（20歳代、30歳代、40歳
代、50歳代、60歳代）が住民基本台帳の分布
に従うよう抽出した。但し、東日本大震災で
大きく被災した地域は除いている。その結果
得られた居住地域別の回答者数と年齢分布は
表１、次頁図１のとおりである。

１　総理府（現内閣府）『農産物貿易に関する世論調査　平成12年７月調査』
２　実際に取った行動を消費者に表明してもらっているという点で、完全に回答者の「言動不一致」が排除されていること
は保証されていない。

表１　回答者居住地域の分布

居住地域ブロック N
北海道・東北 1,160
関東 3,360
中部 1,735
関西 1,705
中国・四国 880
九州（沖縄含む） 1,160

計　 10,000
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４．回答者の基本属性

本節ではまず、サンプルに関して得られた
基本的な属性の情報および傾向について記述
する。以下、特に断りがない限り、有効回答
数Ｎ＝10,000である。

（１）世帯構成

食品の購入量および価格は、世帯人数およ
びその構成員の属性の影響を受けると考えら
れる。そのため回答者に対し、同居者とその
人数について質問をした。調査の結果、世帯
人数については、平均2.88人、最頻値を２人
（回答数3,155人）とする単峰型の分布となっ
た。世帯人数３人（2,614人）、４人（2,035人）、
独り暮らし（1,252人）を併せると、90.6％を

占める。
世帯人数２人の層は、夫との同居が2,481
人（２人世帯のうちの78.6％）の他、母子家
庭（母との同居が243人（同7.7％）、子との
同居が253人（同8.0％））が比較的多い。また、
３人世帯の層は核家族世帯（夫・子との同居
が1,697人（３人世帯の64.9％）、両親との同
居が417人（同16.0％））が目立つ。４人世帯
の層でも核家族世帯が多く、夫・子との同居
が1,335人（４人世帯の65.6％）、父母・兄弟
姉妹との同居が309人（同15.2％）となった。

（２）所得

所得については個人年収と世帯年収の両方
を尋ねた。それぞれの分布は図２、３のとお
りである。無所得層を除けば、平均はそれぞ

図１　回答者年齢分布と全国年齢分布
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図2　階層別個人年収分布

図３　階層別世帯年収分布
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れ217.4万円、614.3万円となった。個人の無
所得層（3,945人）は主に20歳代前半の学生
層と20歳代後半以降の専業主婦、および無職
の者から成っている。また、世帯の無所得層
（547人）は、20歳代前半の学生層と、60歳前
後の専業主婦、および無職の者が主である。
親類からの仕送りや貯蓄・年金等で生活する
層と推測される。

（３）職業上の農・食との関わり

10,000名の回答者のうち、農家世帯に属し
ているのは1,041人（内訳：専業農家63人、
第一種兼業農家26人、第二種兼業農家952人）
であった。農林水産省『2010年世界農林業セ
ンサス』等の各種統計と比較すると、第二種
兼業農家が農家内訳に対しても全人口に対し
てもやや多めに抽出されている。
また、回答者本人の職業について尋ねたと
ころ、4,488人が専業主婦であった（選択肢
にパートタイマーを用意しなかったため、こ
れも専業主婦に含まれている可能性があ
る）。さらに、本人が食品関連の職業（米問

屋、精肉店、乳業など）に従事しているか尋
ねたところ、反応数は263人のみで、大多数
が食品に関わらない産業に従事しているとの
結果となった。

（４）食生活

本調査では回答者を女性に限っているた
め、86.3％が主として回答者本人が食材を購
入しているとの結果となった。外食を除いた
一ヵ月の食費（Ｎ＝9,642）は平均43,110円で
ある。中国・四国および九州で40,000円前後
とやや少ない。先に述べたように、これは所
得や世帯人数などの影響を受けていると考え
られるため、後にその点を踏まえながら影響
因子をより詳しく分析する。
平均外食頻度については、月２回以下が半
数を占めている（図４）。関東の外食頻度が
やや高い傾向にあること、北海道・東北、中
国・四国の「外食はしない」層がやや多いこ
とが読み取れる。地域間差には、世帯構造、
所得、店舗へのアクセスの良さなどが影響し
ていると推測される。また、総務省『家計調

図４　月平均外食頻度
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査』中の外食費データ（平成21～ 23年平均
食事代。喫茶代、飲酒代、学校給食費は除く）
を用いて地域別の１回あたり外食費を概算す
ると、図５の折れ線グラフ（左軸）のように
なり、関東・中部・関西が他地域より500円
程度支出が多いことが判明した。
以上のデータから外食も含めた月間の食費
を推定すると、世帯平均51,900円、同居家族
数で各々除した一人当たり月間食費の平均は
20,800円となった（Ｎ＝9,615）。また、エン
ゲル係数は19.9％との試算となった３。経年
の総務省家計調査による結果に比べやや小さ
いが、それは本調査において食品・飲料に対
する全支出をカバーしきれなかったことも一
因に含まれよう。

５．米購買の傾向

米購買の傾向と意識について分析を行うた

め、直近に購入した際の、購入先、米の産地、
銘柄、重量、５kg当たりの価格を尋ねた。
ただし、何らかの理由で米を購入しない回答
者も存在した（1,800人）。この「購入しない」
層は、回答者年齢とかなり強い負の相関関係
をもっている（図６、相関係数＝－0.988）。
回答者本人の職業別に見ると、学生の33.2％
が「一切購入しない」に該当しており、20～
30歳代頃までは両親あるいはそれに準ずる人
物からの仕送りが多くを占めていると推測さ
れる４。また、居住地域別で見ると中国・四
国の回答者のうち25.2％が「購入しない」層
であり特に割合が高い。ついで九州が回答者
のうちの20.7％が「購入しない」層となって
おり、西日本で割合が高い傾向が見られた。
以下、これら「購入しない層」を除いた
8,200人の傾向について記述する。

（１）購入先

次頁図７は米を購入しない回答者を含め、

３　世帯年収のうち80％を可処分所得とし、さらにその80％が消費支出に回されると仮定した。また定義上、世帯所得が０
のサンプルと、エンゲル係数が100％を超過するサンプルを除いた試算の結果である。
４　中食中心の、自宅で米を炊かない回答者も一定数含まれているだろう。しかし、今回の調査では不可分な為、その割合
は不明である。

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

3,000

3,200

3,400

3,600

3,800

4,000

4,200

4,400

図５　外食支出 図６　米を購入しない回答者の分布（年齢別）

-

5

10

歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳

15

20

25

30

35

度
数



社団法人 農協共済総合研究所
（http://www.nkri.or.jp/）共済総合研究　第65号

80

地域ごとに購入先を分類したグラフである。
「その他」に含まれるうち１％（100人）以上
の回答があったのは、「知り合い、あるいは
契約している農家から」（4.4％）、「インタ
ーネット」（4.3％）、「米専門店」（2.4％）が
あった５。
これら３つの少数回答を加え、それぞれの
購入先が回答者の諸属性とどのような関連を
もち、どれほど影響を及ぼしているかを調べ
るため、多項ロジスティック回帰分析を行っ
た。これは、人々が複数の不連続な（非数量
的な）選択肢のうちからひとつを選択する
際、その個人の各性質・属性が選択に及ぼす
影響度を解析し、さらにその選択肢の選択確
率を予測するための分析モデルである。変数
には個人属性（年齢、年齢二乗項（推定パラ
メータが極端に小さくならないよう100で除
した）、世帯年収、子との同居の有無、独り
暮らしか否か）、米購入の際に意識する項目

（安全性、自給率、食味、地産地消、価格の
優先順位を尋ねたもの）、購入重量、居住地
域を選んだ。その推定結果は居住地域の係数
は、九州が基準となっている。推定結果は附
表１－１から１－９（P.92～ 93）に示した
通りである。擬似決定係数はCox-Snell：
0.337、Nagelkerke：0.347、McFadden：
0.117となり、説明力（あるいは予測力）は
決して高くない。しかしそれは必ずしも変数
の変動効果の有意性に直結するわけではな
い。以下、購入先ごとの消費者行動の特徴を
示す。

①　高級スーパー（附表１－１）

有意水準10％で高級スーパーへの選択確率
に影響していると判定された変数は世帯年
収、価格意識、購入重量である。また、九州
に比べると関東、関西、中国・四国で高級ス
ーパーが選択される可能性が高いとの推定結

図７　お米の購入先

５　「パルシステム」は生協に含めた。また「農家の知人から」と農家からであることが明示されている回答は農家に含め
て集計し、それ以外と分離した。「インターネット」についても解釈上、アマゾンのような無店舗型から一般スーパーや
生協宅配のものまで含みうる。そのうち、提示された選択肢に該当する形態が明示されていない回答を「インターネット」
とまとめた。
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果となった。
世帯年収や価格意識との関係については殊
更強調するようなものでなかろう。年収が高
ければ高級スーパーが選択されやすく（逆に
年収が少なければ選択されにくい）、また価
格を重視する消費者には敬遠されることとな
る。また重量の係数は負で絶対値が他の店舗
形態より大きいことから、大量購入をする客
は少ないことを示している。年齢には有意な
影響力が検出されなかった。世帯年収や価格
意識が同じならば、老若問わず受け入れられ
ることを示唆している。

②　複合型スーパー（附表１－２）

　ここでの複合型スーパーは、日用品、雑貨
類も販売している商業施設を指している。複
合型スーパーへの選択は、年齢、子との同居
の有無、購入重量が影響している。年齢は二
次の項も有意であり、55歳頃まで選択確率が
放物線状に減少することが示されている。子
との同居は選択確率に正に作用している。家
族とショッピングを楽しんだり、子供用品を
購入したりするついでに食材購入をしている
ということであろうか。重量については高級
スーパーほどではないものの、多量の購入は
ない。地域性を見ると、北海道・東北がこの
類の商業施設を選択する傾向が強いことがわ
かる。

③　地域密着型スーパー（附表１－３）

年齢、地産地消意識、価格意識、購入重量
が有意。地産地消への意識が高いと、選択す
る店舗も地元のものとなる。また、価格意識
の高さも同様にこの種のスーパーへの選択に

寄与する。チラシ広告や日常的な利用による
安心感が貢献しているのであろうか。居住地
域別でみると関東、中部、関西、すなわち大
きな経済圏が存在する地域ではこの種のスー
パーが相対的にかなり弱いことがわかる。

④　生協（附表１－４）

年齢、子との同居の有無、独り暮らしか否
か、安全性意識、地産地消意識、購入重量が
有意。他にない特徴はやはり安全性意識の貢
献であろう。恐らく、それは子との同居の有
無にも関連していよう。また、生協利用は価
格意識の強さに関わらないという点にも特徴
がある。ただし、独り暮らしの層にはかなり
弱いようである。居住地域別で見ると、北海
道・東北で相対的に強い。

⑤　農協（附表１－５）

年齢、地産地消意識、価格意識、購入重量
で有意。安全性や食味への意識の強さが選択
確率に影響していない代わりに、地産地消意
識の高さが他の購入先のいずれよりも影響を
及ぼしている。一方で価格を重視する層ほど
敬遠される傾向が表れた。地域別で見ると、
やはり関東がかなり選択確率が低くなるが、
その他の地域については九州との有意差はな
い。

⑥　コンビニ（附表１－６）

米購入におけるコンビニ利用層はそれほど
多くないが、その中でも一定の傾向が見え
る。まず、その利便性の影響であろう。年齢
による影響は認められない。ただ、世帯年収
は低いほど利用される傾向にあり、また独り
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暮らしの者ほど利用する傾向が高いため、結
局のところは若年層が主に利用するというこ
とになるだろう。少量購入の傾向が強いのも
その影響と推測される。他地域に比べ、北海
道・東北地域での利用傾向がかなり強いよう
である。

⑦　インターネット（附表１－７）

特徴的なのは年齢の影響である。二次曲線
でフィットさせると他の多くは下に凸の放物
線が当てられたが、「インターネット」では
51歳頃をピークに上に凸の放物線が描かれ
た。独り暮らしの層で選択確率が高く、また
自給率、地産地消に対する意識が薄い層がよ
く利用する傾向にある。安全性、食味、価格
への意識の強さがインターネット利用の確率
に影響する傾向はほとんどないようである。
また、それほど大きな確率への作用はないも
のの、購入重量と負の関係にある点は、宅配
の性質を踏まえるとやや意外な結果である。
現代においてインターネット利用に大きな地
域格差があるわけではないものの、やはり関
東で利用されている傾向が多少強い。

⑧　米専門店（附表１－８）

独り暮らしの層に非常に弱いこと以外はさ
したる影響因子は現れなかった。地域別で見
ると、関西在住の利用者が比較的多いようで
ある。

⑨　農家からの直接購入（附表１－９）

これもまたほとんど影響因子は検出できな
かった。農家と直接関われる機会があるかど
うかに大きく依存しているためではないかと
推察される。その中でも食味や地産地消への
関心が高い層が好んでいるチャネルであるこ
とがわかる。近年では自前のウェブサイトを
もち販売する農家も現れていることから、こ
うした意識の高い消費者は農家と知人関係で
なくても自らサーチして契約しているのかも
しれない。地域別では北海道・東北および中
国・四国で農家との直接契約を選択する可能
性が前述のとおり若干ながら高い。

（２）米の産地

図８は回答者の居住地域別に米の産地（地
域ブロック）を割合表示したグラフである。
全体としてはやはり北海道・東北産の米の割
合が大きいが、地域別にするとブロック内で
の「地産地消」が非常に目立つ。特に、中国・
四国産および九州産は他地域でほとんど消費
されていない代わりに、地域内の70％超を賄
っている。他方、都市圏である関東、関西で
は、自地域産、北海道・東北産、中部産がシ
ェアを三分する形となった。

（３）米の銘柄

選択肢として提示した米の銘柄は表２のと
おりである。
「その他」６を含め、少数多様な銘柄が選
択されている。その中でもコシヒカリは断然

６　「その他」については記入欄を設けた。結果、全体の１％以上を占めた銘柄はヒノヒカリと夢つくしのみであった。続
いて、はえぬき、つがるロマン、ミルキークイーン等。「わからない」という回答や、うろ覚えの回答、誤記等が多かっ
たため、選択肢を用意していればこれら少数回答は伸びた可能性がある。ただ、これらは銘柄にこだわらない層の回答と
見なすこともできる。
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強く、42.7％が購入と回答した。ただし、年
齢別では35～ 44歳の層を底として凹字形の
分布となっている。反対に、これらの層は
「その他」の割合が高い。あくまで仮説的で
はあるものの、コシヒカリに慣れ親しんだ50
歳代以上の層と、その娘世代の経済的に独立
していない20歳代の層がコシヒカリを選択す
る一方、経済的に独立した中間の層は新たな
銘柄に移行していっている様子が窺える。
地域別の各銘柄のシェアは次頁図９のとお

りとなった。九州のほぼ半分がその他となっ
ているが、ここにはヒノヒカリ（17.3％）、
夢つくし（11.5％）といった他の地方ではほ
とんど食されていない銘柄が含まれる。前項
で示したように居住地域と産地は密接な関係
にあるため、銘柄も必然的に地域ごとの特色
が出ることになったといえよう。また、北海
道では、ななつぼし、ゆめぴりか、（少数回
答であるが）おぼろづき、ふっくりんこ、ほ
しのゆめといった、やはり北海道の銘柄が目

表２　直近購入のお米の銘柄

図８　直近購入のお米の産地
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立った。
さらに詳細に銘柄選択の傾向を把握するた
め、図９に示した７銘柄にヒノヒカリ、夢つ
くしを加え、ここでも多項ロジスティック回
帰分析を行った。ここでは、既に確認したよ
うに、選択される米の銘柄には選択者の年
齢、居住地域が影響している可能性が高い。
他にも選択に関連すると推測される変数を加
え、それぞれの選択結果への影響度を計測し
た。
説明変数に世帯の属性（回答者年齢、世帯
年収、母親との同居の有無、子との同居の有
無）、米購入の際意識する事項（安全性、自
給率、食味、地産地消、価格の序列）、居住
地を導入した。意識事項は各項目に対する順
序づけを行ってもらったものであり、序列が
高い順から高いスコアを充てている。推定結
果は附表２－１から２－９（P.94～95）である。
擬似決定係数はCox-Snell：0.320、Nagelkerke：
0.330、McFadden：0.111である。以下、推定
結果から読み取れることを記述する。

①　コシヒカリの購買傾向（附表２－１）

有意水準10％でコシヒカリの購入確率への
影響が認められたのは、年齢、安全意識度、
食味意識度、価格意識度、居住地域である。
年齢については二乗項も正に有意であること
から、凹字形の形となっていることが再確認
された。極小となるのはおよそ38歳である。
世帯年収との関連は薄く、各所得層から同程
度の支持を得ていると見なしていいだろう。
また、コシヒカリを選択する回答者に特徴的
なのは、食味重視であり、そのために高価格
を許容できるという点であることが読み取れ
る。ブランド力の表れであろう。

②　あきたこまちの購買傾向（附表２－２）

有意な変数は、年齢、世帯年収、地産地消
意識度、価格意識度、居住地域である。コシ
ヒカリと同じく、年齢別では32歳頃で購入確
率が極小になるとの推定となった。世帯年収
は低いほど購入確率が上がる傾向にある一
方、価格重視の層は購入は控える傾向にあ

図９　直近購入のお米の銘柄
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る。地産地消への意識が低いほどあきたこま
ちを買う確率が高くなるのは、産地外からの
購入者が多いことを示しているのだろう。

③　ひとめぼれの購買傾向（附表２－３）

居住地域のうち、北海道・東北のみが正で
有意である。これはもっぱらこの地域で食さ
れ、他の地域では食される機会が少ないこと
を示している。これに反して地産地消意識が
高いと選択確率が下がる傾向にあるのはやや
不可解である。ひとめぼれもまた価格意識度
がマイナスに出ており、価格が消費者に敏感
に影響する銘柄と読み取れる。

④　ななつぼしの購買傾向（附表２－４）

年齢によって購入確率が変動することは確
認されなかったが、同居者に母がいると購入
確率が大幅に下がり、子がいると大きく上昇
することから、独立した家計をもつ層に好ま
れる傾向があると推察できる。５kg当たり
価格が2,000円前後の相対的に安価な銘柄で
あることが訴求点となっているのだろう。実
際、価格を重要視する層に好まれる傾向があ
るとの推定結果が出ている。居住地域別では
関東、関西が正に有意であるが、北海道・東
北地域が特に高い値を出しており、特に産地
である北海道内で消費されている傾向を窺わ
せる。

⑤　ゆめぴりかの購買傾向（附表２－５）

北海道の高級ブランド米である。そのた
め、やはり食味重視で、価格にこだわらない
層に好まれる傾向が表れた。北海道で特に購
入されており、また関東でも購買反応が見ら

れる。その代わり、中部以西ではほとんど食
されていない。年齢、世帯年収、同居する母
子の有無はほとんど影響していない。

⑥　ササニシキの購買傾向（附表２－６）

世帯年収の係数が他の銘柄と比較して負に
大きい。所得の少ない層に好まれる傾向にあ
ることが示されている。安全意識が高い消費
者層は他の銘柄に奪われるということであろ
う。安全意識の項も負に大きい。しかし一方
で、子供のいる層にはかなり強いという結果
が出ている。その他、マイナス要因として強
いのは価格意識、地産地消意識である。相対
的に見れば、自給率意識や食味意識が高い層
がササニシキを支持しているということであ
ろう。地域別では、北海道から関東にかけて
特に強い。

⑦　きらら397の購買傾向（附表２－７）

母親との同居で負の傾向、子との同居で正
の傾向がある。年齢自体の影響は表れていな
いものの、こうした世帯構造の影響を受けて
中位の年齢層に買われている可能性がある。
若干、自給率意識が正に作用しているもの
の、北海道のみならず関東から関西にかけて
も支持されていることが示されている。

⑧　夢つくしの購買傾向（附表２－８）

わずかながら世帯所得が高い層にほど好ま
れる傾向が示されている。その他の変数につ
いては特段購入確率に作用することはない。
居住地域の係数がすべて負であるのは、既に
述べたように、ほとんど産地である九州のみ
で食されているためである。
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⑨　ヒノヒカリの購買傾向（附表２－９）

有意水準10％の下では年齢が高いほど購入
確率が高まる傾向にあるとの結果となった。
他に有意であったのは食味意識と地産地消意
識のみで、いずれも優先順序が高いほどヒノ
ヒカリが好まれる傾向にある。夢つくし同
様、ほぼ九州のみで消費されていることが居
住地域の係数に表れている。

（４）購入重量

直近購入の米重量は、図10のとおりの分
布となった。５kgと10kgで80％超を占めてお
り、地域間で比較すると、関東、九州は５
kg、北海道・東北、中部、関西、中国・四
国は10kgが選択される傾向がある。
続いて、購入重量について最小二乗法

（OLS）による回帰分析を行ったものが表３
である。説明変数として居住地域の他、回答
者属性（同居家族数、世帯年収、年齢；いず
れも自然対数）、購入した米の５kgあたり価
格（自然対数）、先に見た購入先ダミー変数
を導入した。また、被説明変数の購入重量も
自然対数変換している。自由度調整済み決定
係数は0.397である。
対数変換した説明変数の係数は弾力性と呼
ばれ、説明変数が１％増加したときに被説明
変数が何％増加（減少）するかを示す数値で
ある。それを踏まえてパラメータを読むと、
まず、購入重量は同居家族数の増加に比例し
ていないことがわかる。３人世帯から４人世
帯に変わると（33％の増加）、購入重量は12
％しか増加しない。ただし、これは単に一人
当たりの消費が減少することを示しているわ
けではないことに注意が必要である。尋ねた

のは前回購入時の購入量なので、家族数が多
ければ買い物頻度も多くなっている可能性が
ある。世帯年収については負の弾力性値が得
られた。これについても、消費量が減少して
いるのか、こまめに購入しているのかは判別
し難いところである。比較的価格感度が低い
層であろうから、大量購入のメリットより、
手軽に買え、置き場に困らず、鮮度を保てる
程度の購入を心がけているのかもしれない。
ただ、いずれにせよそれほど大きな影響力が
あるわけではない。５kg価格が負に大きな
弾力性を示したのは大量購入のメリットの表
れであろう。－0.30であるので、かなり影響
は強いと言える。
その他、居住地域、購入先との関係につい
ては既に叙述したとおりである。一点触れて
おくと、（１）項でインターネット購入と重
量の関係について負の関係にあることを示し
たものの、ここでは有意な関係は得られなか
った。やはり、仮に有意な差があってもその
影響はかなり小さいと見てよさそうである。

（５）５kg当たり価格

図11（Ｐ．88）は、地域別の５kgあたりの
米購入価格（平均）である。北海道・東北、
中国・四国、九州と関東、中部、関西の経済
圏で分かれ、前者が100円程度安い傾向にあ
る。大産地が存在すれば輸送コスト分安くな
るのは当然と言える。しかし、要因はそれだ
けであろうか。ここでもOLSによる回帰分析
を行った。その結果が表４（Ｐ．89）である。
説明変数には回答者属性（年齢、年収、世帯
構成、買物主体）、居住地域、購入時の意識、
購入先、銘柄を導入している。ここでは居住
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図10　直近購入のお米の重量

表３　購入重量OLS推定結果

注�）＊＊＊は有意水準１%で有意、＊＊は５%で有意、＊は10%で有意
であることを示している。
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地域をこれまでより分割し、北海道、東北（太
平洋側）、東北（日本海側）、北陸、関東、
中部、関西、中国、四国、九州、沖縄の11区
分とした。そのうち関東を評価の基準とし
た。残念ながら自由度調整済み決定係数は
0.09とかなり低く、このモデルの説明力には
課題が残された。
まず回答者属性の中で、有意水準10％で有
意と判定されるのは年齢二乗項、個人年収
（単位は百万円）、世帯年収（同）、父との同
居の有無、主として購入するのが本人である
か否か、の５つの変数である。個人年収と世
帯年収を比較すると個人年収の方が勾配が大
きく購入価格に影響しやすい。購入主体自身
が自由に使える金額や、金銭感覚が影響して
いるのかもしれない。家族構成は、父と同居
している場合に120円程高いものを購入する
と予測された他は、購入価格に影響している
要素は検出されなかった。また、それを食す
のは本人だけだという気楽さから、独り暮ら

しであると価格を下げると予想されたもの
の、そのような結果にもならなかった。ただ
し、自らが主として食材購入する者である
と、約90円分、安いものを買おうとする傾向
がある。したがって、独り暮らしであるかど
うか自体は購入価格に影響しないが、独り暮
らし層は自ら商品を選ぶ分、結果的に少し安
いものを買おうとする傾向が生じるのだろう。
次に居住地域を見ると、事前にグラフから
予想されたように中部と関西は基準である関
東と購入価格に有意差がない。しかし、関東
と有意差があると予想された北海道、東北
（日本海側）、四国についても、有意差が認
められない結果となった。その理由は、銘柄
の欄に表れている。（３）項で示したように、
食される米の銘柄は地域によって大きく異な
っている。今回の調査では、北海道居住者の
44％がななつぼし（2,000円／５kg程度）を
購入していたために、北海道の購入価格を引
き下げたものと判断できる。一方で21％がゆ

図11　直近購入のお米の価格（５ｋｇ換算の平均）
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表４　米価格OLS推定結果

注�）＊＊＊は有意水準１%で有意、＊＊は５%で有意、＊は10%で有意で
あることを示している。
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めぴりか（2,500円／５kg程度）を購入して
いるため、差し引きで他の地域より100円程
度安価となったのである。
続いて購入先を見ると、販売者ごとのおよ
その価格差がわかる。基準は、農家からの直
接購入価格と捉えて良いだろう。係数だけ見
ると農協とコンビニは100～ 200円高いよう
に読み取れるものの、標準誤差が大きいため
に農家からの直接購入との有意差があるとは
言えない。また、地域密着型スーパーや生協
も有意差はない。中間マージンが発生してい
ないにもかかわらず農家からの直接購入がこ
れら販売者と同じ価格であるということから
は、直接販売農家が他の販売者の販売価格を
比較調査しているからとか、付加価値をつけ
ているからとか、販売者がどこかの費用を圧
縮しているからとか、可能性として様々な理
由が挙げられよう。この点については別途生
産・流通者サイドの調査が必要である。続い
て安い方から、複合型スーパー、インターネ
ット販売業、米の専門店、高級スーパーとな
っている。
最後に、購入時の意識であるが、有意なの
が価格意識、食味意識である。これらは主観
的指標であるため、係数の評価は難しい。食
味重視であるほど購入価格へプラスに評価さ
れるが、同時に価格重視でもあると、直ちに
食味のプラス効果も相殺、逆転されると言う
ことを示している。ところで、安全性は米購
入の際に他のどの要素よりも意識すると回答
した回答者が55.1％（大きな地域差はない）
に上るにもかかわらず、それがプラスの評価
として価格に反映されていないことがわかっ
た。普段購入している米に対する完全な信頼

のためであるのか、事前に安全であるかどう
かわからないという情報の不完全性のためで
あるのか、それとも安全性に追加費用を払う
意思がないのか、これもまた様々な推測が可
能である。いずれにせよ「食の問題といえば
安全性」というような反応が広く見られる一
方で、実際の行動としてほとんど体現されて
いないことがわかる。

６．おわりに

本稿では全国アンケート調査により、米購
入時の銘柄、重量、価格の決定要因について
分析した。しかしこの調査は元々、福島第一
原発事故による広範な一次産業被害と、長期
戦の覚悟が求められる食品安全問題を想定し
て始めたものであった。生産者サイドでは自
治体、協同組合、民間企業、あるいは有志集
団が現在も復旧に向けた活動をされていると
ころであるが、他方で消費者サイドの反応を
把握せずして長期的展望は開けまいとの考え
からである。今回の事故がもたらした消費者
心理への影響が、現段階でどこまで収束した
のか、長期的には事故前の状態まで収束しう
るのか、また、真の収束と言えるまでどの程
度の時間がかかるかが課題であった。実際に
は、事故以前から時系列調査を行っていたわ
けでないため、これらの課題を分析できる条
件はそろっていない。そのため本稿ではこの
ような目的とは別の視点からの分析を行うこ
ととした。
しかし、本稿で提示した内容はこの問題と
全く無縁になっているわけではない。モデル
の改善の余地は多分にあるものの、消費者の
食品への意識や地域性、市場での国産米の各
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銘柄の特徴を表現することはできた。これは
放射性物質汚染への心配を理由に中国米が販
売され、さらなる利用が取り沙汰される昨今７、
どの消費者層が中国産に移り、どのような銘
柄や産地がその影響を受けやすいのかを予測
する基礎となろう。中国産米については全国
紙や報道番組により「安くて品質も互角」８

と喧伝されるに至り、それを受けてか倪
（2012）は中国でジャポニカ米の生産が拡大
していると報告している。鈴木・木下（2011）
がTPP反対論の中で「日本でのビジネスチャ
ンスが高まれば、日本向けの食味向上努力も
進む」９と指摘したとおりのことが起こって
いるようである。今後、中国産ジャポニカ米
の流入圧力が強まるのか否かについては中国
内の食料需給事情や生産技術、環境条件が鍵
となろう。このまま日本の米市場が海外の標
的となるのか、あるいはそうした場合、日本
の米を海外で、海外の米を日本で消費するよ
うな、フードマイレージを嵩ませる社会にな
っていくのか。海外の生産事情、消費者意識
について調査し、さらなる分析につなげてい
きたい。
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附表１－５　購入先傾向推定結果（農協）

附表１－６　購入先傾向推定結果（コンビニ）

附表１－１　購入先傾向推定結果（高級スーパー）

附表１　米購入先傾向

附表１－２　購入先傾向推定結果（複合型スーパー）

附表１－３　購入先傾向推定結果（地域密着型スーパー）

附表１－４　購入先傾向推定結果（生協）
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附表１－７　購入先傾向推定結果（インターネット）

附表１－８　購入先傾向推定結果（米専門店）

附表１－９　購入先傾向推定結果（農家から直接購入）

注�）＊＊＊は有意水準１%で有意、＊＊は５%で有意、
＊は10%で有意であることを示している。
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附表２－３　購入銘柄傾向推定結果（ひとめぼれ）

附表２－４　購入銘柄傾向推定結果（ななつぼし）

附表２－５　購入銘柄傾向推定結果（ゆめぴりか）

附表２－６　購入銘柄傾向推定結果（ササニシキ）

附表２－１　購入銘柄傾向推定結果（コシヒカリ）

附表２－２　購入銘柄傾向推定結果（あきたこまち）

附表２　購入銘柄傾向
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附表２－７　購入銘柄傾向推定結果（きらら397）

附表２－８　購入銘柄傾向推定結果（夢つくし）

附表２－９　購入銘柄傾向推定結果（ヒノヒカリ）

注�）＊＊＊は有意水準１%で有意、＊＊は５%で有意、
＊は10%で有意であることを示している。




